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Ⅰ．は　じ　め　に
我が国におけるスポーツに行政及びスポーツ政
策に関する研究は、戦後すぐの1946年に笠井恵雄
による「スポーツ政策への提言」があるものの、
その本格的な研究は1958年以降からはじまったと
いえる。その後今日まで、国及び地方自治体にお
けるスポーツ行政やスポーツ政策内容を明らかに
することを目的とした研究が蓄積されてきている。
しかしながらスポーツ行政及びスポーツ政策に
関する研究動向を調査した研究は皆無の状況にあ
る。
そこで本研究では、スポーツ行政及びスポーツ
政策に関する研究の現状を明らかにする。
これにより今後「学」としてスポーツ行政及び
スポーツ政策が解決すべき課題が明らかになると
いえる。
Ⅱ．調　査　方　法
本研究においての調査対象は以下の３つとした。
１）学術団体の論文誌に掲載された論文
２）国内での博士論文
３）学術書
まず１）については、日本体育・スポーツ政策
学会が発刊している体育・スポーツ政策研究及び
前進の体育・スポーツ行政研究に掲載されている
論文すべてを対象とした。加えて日本体育学会が
発刊している体育学研究に掲載されている論文の
うちスポーツ行政及びスポーツ政策に関連する論
文を取り上げた。
２）については 1984年以降の博士論文は国立
国会図書館でデータベース化されているのでそれ
を用いた。
３）については、社団法人 日本書籍出版協会
の書籍検索サイト1）を用い、検索結果を基にリス
トの絞り込み及び分析を行った。
Ⅲ．調　査　結　果
１-１　日本体育・スポーツ政策学研究
日本体育・ スポーツ政策学会の学会誌である
「体育・スポーツ政策学研究」は、前身の「体育・
スポーツ行政研究」も含めこれまで 14冊が発行
され、総説７編、原著論文 37編、資料及び研究
資料が７編及びプロジェクト研究報告が３編の合
計54編の研究論文が掲載されている。
図１は論文数の推移を表したものである。1993
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年発行の２巻１号に掲載された11本が最も多く、
近年では減少の一途をたどっている。特に現状の
体育・スポーツ政策研究に名称を変更してからは
著しく減少している。
また論文題目は表１の通りである。
１-２　体育学研究
日本体育学会の学会誌である「体育学研究」は
2007年に Vol.52まで発刊されており体育学研究
領域における総説、原著論文、実践研究、事例報
告、研究資料、書評、内外の研究動向、研究上の
問題提起、論評が掲載されている。その中におい
て、スポーツ行政及びスポーツ政策に関する研究
は表２に示すように総説が１編、原著論文が３編、
研究資料が２編に加え日本体育学会大会での発表
資料を充実させたキーノートレクチャーが１編の
合計７編が掲載されている。
２-１　国内での博士論文
2007年末の国内博士論文においてスポーツ行
政及びスポーツ政策に関連する論文は表３に示す
通り５編があげられる。しかしながら我が国を対
象とした論文に限ると関、中村、作野の３編のみ
である。
３-１　学術書
社団法人 日本書籍出版協会の書籍検索サイト
を基にスポーツ行政及びスポーツ政策に関する研
究書は表４に示すとおり 10冊があげられる。こ
れらの書籍は国を対象としたもの、地方自治体を
対象としたもの、諸外国を対象としたものとおお
むね３つに分けられる。
Ⅳ．ま　と　め
今日、我が国におけるスポーツ行政及びスポー
ツ政策に関する研究は、国及び地方自治体を対象
としてそのスポーツ政策内容や行政組織を明らか
にすることを目的とした研究が蓄積されてきてお
り、スポーツ行政学、スポーツ政策学という学問
分野が日本の学界に認知されるようになってきて
いる。また大学では、「スポーツ行政学」や「ス
ポーツ政策論」といった科目が設置され、スポー
ツ行政やスポーツ政策と接する機会をこれまで以
上に持つようになった。
さらに体育・スポーツ政策の研究と実践に寄与
することを目的として、研究者を中心に運営され
る日本体育・スポーツ政策学会は、2007年 12月
に 17回学会大会を開催するに至っている。そし
て親科学である行政学、政策学の研究関心が徐々
に新領域へシフトしているように、スポーツ行政
学、スポーツ政策学も以前に比べるとその研究領
域は、格段に広がりを見せてその研究対象は日本
のみにとどまらず諸外国を対象とした研究が行わ
れている。スポーツ行政学及びスポーツ政策学も
ようやくスポーツ科学における既存の専門分野同
様の「学」として定着したかのようにみえる。
しかしながらこれまでみてきたように我が国に
おけるスポーツ行政及びスポーツ政策に関する論
考は極めて少ないといえる。（図２）
その要因として次の点が挙げられよう。
スポーツ行政及びスポーツ政策に関する研究
は、親学問の成果を意識しつつも、明確な方法論
に依拠した理論構築がなされているよりも、目前
の問題に対し対症的に提言していくといく各論が
目立つといえる。
これはスポーツ行政学及びスポーツ政策学が既
存の専門分野のように１つの明確なディシプリン
として確立しているとは言い難い状況にある表れ
であるといえる。
それが上述したような論文数、著作物数に顕著
に表れてきているといえる。
また、スポーツ政策学における専門用語に対す
る基礎的理解もいまだに一般に普及していない点
も論文の産出に大きな影響を与えているといえ
る。
これは足立が政策学に対して指摘しているのと
同様に、学問としてのスポーツ政策学のそもそも
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の存在理由、固有の課題、適切なアプローチの仕
方など、学問としてのその本質あるいは原点に関
わるような事項についての十分な検討及び議論が
なされないまま今日に至っている点にその要因を
見出すことができよう。
このように、我が国におけるスポーツ行政及び
スポーツ政策に関する研究は、その多くが政策や
行政組織の解説に終わっているものが大半を占め
ている現状であり、今後は研究者間でのコンセン
サスの確立に向けた論考の算出がよりスポーツ行
政「学」、スポーツ政策「学」の確立および定着
に必要不可欠な事項であるといえる。
なお本研究は、2007年度国士舘大学体育学部
附属体育研究所研究助成金を受けて行われたもの
である。
注記
１） http://www.books.or.jp/　同サイトは現在入手可
能な書籍71万点のデータをそれえている。
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表１　「体育・スポーツ行政研究」及び「体育・スポーツ政策研究」掲載論文一覧
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図１　「体育・スポーツ政策研究」掲載論文数
表２　「体育学研究」に掲載されたスポーツ行政及びスポーツ政策に関する論文一覧
表３　国内におけるスポーツ行政及びスポーツ政策に関する博士論文一覧
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表４　スポーツ行政及びスポーツ政策に関する書籍一覧
図２　スポーツ行政及びスポーツ政策に関する論文数の変遷
